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１ 一般会計当初予算の概要

⑴ 予算規模

平成２７年度 平成２６年度 増減額 増減率

９５９億７，０００万円 ９５３億９，０００万円 ５億８，０００万円 ０ ．６％

⑵ 歳 入

① 市税については、地価の下落や家屋の評価替えによる固定資産税の減、また、法人市民税の一

部国税化の影響などに伴い、前年度に比べ、１．０％減の３９９億５，５５７万６千円を計上し

た。

② 地方消費税交付金については、消費税率の引上げ影響額の平年度化による増収を見込み、前年

度に比べ、３３．４％増の４３億２，７００万円を計上した。

③ 国庫支出金については、臨時福祉給付金などの国庫補助金の減少に伴い、前年度に比べ３．６

％減の１７６億２，２９０万１千円を計上した。

④ 繰入金については、財政調整基金を１０億６，００３万円、減債基金を３億円取り崩すことな

どにより、繰入金総額では、前年度に比べ、４．２％増の１５億１，２８２万６千円を計上した。

⑤ 市債については、義務教育施設の整備などの教育債や臨時財政対策債が減少したものの、消防

施設整備事業債などが増加したことに伴い、前年度に比べ、２．２％増の１１３億４，５６０万

円を計上した。

⑶ 歳 出

① 義務的経費

人件費、扶助費、公債費を含めた義務的経費は、前年度に比べ、０．６％増の５５３億１，８

２４万４千円となっている。その主な要因は、公債費が前年度に比べ、３億１，３９３万２千円

減少（３．４％減）したものの、定年退職者数の増加や給与改定により、人件費が前年度に比べ、

４億６，３２８万１千円の増（２．４％増）、扶助費が１億９，８６５万４千円の増（０．７％

増）となったことによるものである。

・人件費 １９４億３，４２９万３千円 前年度比 ２．４ ％増

・扶助費 ２６８億８，７６５万４千円 前年度比 ０．７ ％増

・公債費 ８９億９，６２９万７千円 前年度比 ３．４ ％減



② 投資的経費

普通建設事業費の総額は９１億１，９０６万２千円で、前年度に比べ、２億７，６１１万８千

円、２．９％の減となっており、その主な要因は、高機能消防指令センター等整備事業費が増加

したものの、学校施設の増改築事業費や公共施設の耐震改修事業費などが減少したことによるも

のである。

③ 特別・企業会計に対する繰出金等

繰出金等の総額は１１９億２，９８３万６千円で、前年度に比べ、３億９，３１３万４千円、

３．４％の増となっており、その主な要因は、国民健康保険事業特別会計や下水道事業特別会計

に対する繰出金が増加したことなどによるものである。

２ 特別・企業会計予算の概要

会 計 別 平成２７年度 平成２６年度 増 減 額 増減率

特別会計 662億9,408万9千円 617億7,471万6千円 45億1,937万3千円 7.3％

企業会計 221億3,184万3千円 253億1,865万9千円 △31億8,681万6千円 △ 12.6％

合 計 884億2,593万2千円 870億9,337万5千円 13億3,255万7千円 1.5％

（注）職員給与等支払特別会計は除く。

特別会計では、一部制度改正等により、国民健康保険事業特別会計が増加したことや、保険給付

費の増等により、介護保険事業特別会計が増加したことなどから、前年度に比べ、７．３％増の６

６２億９，４０８万９千円となった。

企業会計では、前年度に会計基準の見直しに伴う、退職給付引当金の一括計上を行ったことなど

から、１２．６％減の２２１億３，１８４万３千円となった。


